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11年間の財務・非財務データ

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
経営成績（会計年度）：
売上高 105,508 103,461 102,993 106,516 101,684 108,684 118,700 122,174 116,210 115,905 123,324 
ワークプレイス事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 83,032 80,561 85,945 
設備機器・パブリック事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 31,602 33,488 35,667 
IT・シェアリング事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 1,575 1,757 1,624 

売上原価 70,027 67,118 66,797 68,374 65,021 69,966 77,436 80,495 74,322 74,186 77,575 
販売費及び一般管理費 32,040 32,203 33,723 33,836 33,862 35,761 39,339 40,776 40,089 39,158 41,167 
営業利益 3,441 4,140 2,472 4,306 2,800 2,956 1,925 903 1,798 2,560 4,582 
ワークプレイス事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 1,273 1,914 2,579 
設備機器・パブリック事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 1,225 974 1,482 
IT・シェアリング事業セグメント ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ -700 -385 449 

当期純利益 2,702 3,910 2,160 4,530 1,907 2,402 1,725 -550 -235 1,166 5,294 
設備投資額 2,627 3,563 2,441 2,083 2,176 1,895 6,615 3,845 4,538 3,424 6,973 
減価償却費 2,588 2,652 2,624 2,389 2,534 2,316 2,329 3,168 3,431 3,181 2,828 
研究開発費 1,396 1,499 1,432 1,759 2,337 2,403 2,453 2,612 2,467 2,344 2,286 
財政状態（会計年度末）：
総資産 89,256 95,261 96,721 98,175 95,681 102,221 108,703 108,778 105,096 103,898 115,288 
負債 51,016 52,234 53,532 50,863 50,278 54,894 61,210 62,944 60,906 58,822 65,377 
資本合計 38,240 43,026 43,189 47,311 45,402 47,326 47,492 45,834 44,189 45,076 49,910 
キャッシュ・フロー：
営業キャッシュフロー 8,259 3,162 5,715 4,522 5,072 3,565 1,384 3,586 4,561 2,774 5,804 
投資キャッシュフロー -14 -1,978 -1,742 -803 -4,044 -2,971 -3,094 -3,221 -1,152 -1,170 4,923 
財務キャッシュフロー -1,652 51 -2,179 -3,807 -2,571 -706 -2,463 0 -2,267 -2,658 -1,426 
現金及び現金同等物の期末残高 16,156 18,102 19,918 20,103 18,483 18,571 14,540 15,494 16,697 15,797 25,420 

1株当たり情報（円）：
当期純利益 54.37 78.21 42.86 91.61 40.15 52.74 37.84 -12.08 -5.18 25.82 116.99 
配当金 10.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 15.0 17.0 
親会社所有者帰属持分 723.51 814.79 825.78 953.51 986.85 1,028.87 1,027.45 995.80 969.43 992.89 1,100.33
財務指標：
営業利益率（%） 3.3 4.0 2.4 4.0 2.8 2.7 1.6 0.7 1.5 2.2 3.7
ROE（親会社所有者帰属持分当期利益率）（%） 7.8 10.2 5.2 10.4 4.2 5.2 3.7 -1.2 -0.5 2.6 10.6
ROA（資産合計税引前利益率）（%） 3.0 4.2 2.3 4.7 2.0 2.4 1.6 -0.5 -0.2 1.1 4.6
総資産回転率（倍） 1.2 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
自己資本比率（%） 40.3 43.1 43.0 46.5 47.0 45.7 43.1 41.7 41.6 43.2 43.2

ESG指標：
従業員数 3,237 3,259 3,225 3,333 3,349 3,910 4,102 4,151 4,062 3,973 3,793
取締役人数 6 6 6 6 6 6 4 6 7 7 8
労働災害度数率 2.61 1.44 0.00 0.00 1.38 0.00 1.30 1.33 4.49 1.61 3.47
CO2排出量※1～5（t-CO2） 275,024 265,832 263,725 253,167 331,390
水使用量（m3） 143,202 133,689 124,167 102,892 97,510
廃棄物排出量（ｔ） 10,763 8,918 9,188 8,749 8,174

主力であるワークプレイス
事業におけるニューノーマル
時代の新しい働き方にあわ
せた大型のオフィス移転やリ
ニューアル案件などを中心に
好調に推移し、売上高は前期
比74億19百万円（6.4％）増
収の1,233億24百万円とな
りました。　

オフィス商品のアセンブル
生産方式の強化や物流設
備商品である「システマスト
リーマー SAS-R」の生産能
力拡大による収益力向上を
目的とした滋賀工場APセン
ター竣工への投資を計画通
り実行したため、設備投資
額は前期比35億49百万円
（103.7%）増加の69億73
百万円となりました。

資産効率化を目的とした非
事業資産の売却等による有
形・無形固定資産の売却によ
る収入があったため、投資活
動によるキャッシュ・フローは
49億23百万円の増加（前期
は11億70百万円の減少）と
なりました。

資産効率化を目的とした非事
業資産の売却益の計上によ
り、1株当たり当期純利益は
過去最高値を更新しました。

DATA

※1　2022年度よりCO2排出量の集計方法を変更しています。詳細はP.49をご覧ください。
※2　2022年度データは都市ガスの算定方法をノルマル換算値により算定しています。2021年以前のデータについてはノルマル換算をしていない値です。
※3　2022年度データは算定範囲がイトーキ及び国内グループ13社及び海外グループ2社の合計です。2021年以前のデータ範囲はイトーキ及び国内グループ13社及び海外グループ1社の合計です。
※4　2022年度データはScope3の一部（3-1、3-2、3-4、3-6、3-7）についてより精緻な方法（一部にIDEA　Ver.2.3係数データを活用）にて算定を行っています。
※5　2022年度データはScope2についてマーケット基準による算定を実施しています。2021年度以前のデータはロケーション基準でのデータ算定となっており差異が出ております。
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財務データ（四半期ベース）
DATA

2020/12 2021/12 2022/12
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

損益計算書
売上高 37,707 26,997 21,489 30,017 32,121 29,451 22,396 31,871 35,345 28,411 26,205 33,363
　前年同期比（％） 11.2 -9.3 -24.5 -0.1 -14.8 9.1 4.2 6.2 10.0 -3.5 17.0 11.2
　四半期構成比（％） 32.4 23.2 18.5 25.8 27.7 25.4 19.3 27.5 28.7 23.0 21.2 27.1
売上原価 23,710 17,765 13,811 19,036 20,101 18,729 14,443 20,872 21,483 18,030 16,678 21,384
売上総利益 13,997 9,232 7,678 10,981 12,020 10,722 7,953 10,999 13,862 10,381 9,527 11,979
販売費及び一般管理費 10,996 9,602 9,590 9,901 10,352 9,453 9,203 10,150 9,898 9,973 9,812 11,484
営業利益 3,001 -370 -1,912 1,079 1,667 1,269 -1,249 849 3,964 407 -285 496
　営業利益率（％） 8.0 -1.4 -8.9 3.6 5.2 4.3 -5.6 2.7 11.2 1.4 -1.1 1.5
　四半期構成比（％） 166.9 -20.6 -106.3 60.0 65.7 50.0 -49.3 33.5 86.5 8.9 -6.2 10.8
営業外収益 154 162 251 237 240 161 171 122 125 164 171 96
営業外費用 273 168 107 172 250 257 101 185 115 130 177 539
経常利益 2,882 -376 -1,768 1,143 1,657 1,173 -1,179 786 3,974 442 -291 52
特別利益 0 6 125 980 1,255 78 133 88 786 139 118 6,762
特別損失 116 42 55 1,503 20 456 518 1,474 44 64 38 3,465
税金等調整前四半期純利益 2,766 -412 -1,697 620 2,893 795 -1,565 -600 4,716 516 -211 3,351
法人税等合計 1,039 134 -195 654 1,028 490 -132 -796 1,381 246 -21 1,585
親会社株主に帰属する四半期純利益 1,760 -557 -1,491 53 1,942 348 -1,440 316 3,388 288 -159 1,777
　同利益率（％） 4.7 -2.1 -6.9 0.2 6.0 1.2 -6.4 1.0 9.6 1.0 -0.6 5.3

貸借対照表
流動資産 69,811 60,382 52,463 57,183 65,543 62,170 55,249 57,753 69,458 64,096 59,873 71,027
　現金及び預金 18,186 21,312 18,956 18,246 19,503 22,112 18,213 17,351 19,196 20,073 17,138 26,876
　受取手形及び売掛金 37,611 27,230 20,298 26,599 32,061 26,596 21,385 26,783 35,205 28,234 24,111 29,316
　受取手形、売掛金及び契約資産 4,161 3,872 4,372 4,411
固定資産 49,872 49,933 50,410 47,912 46,925 46,369 46,046 46,144 46,647 47,395 48,126 44,260
　有形固定資産 27,612 27,350 27,329 26,206 25,184 24,779 24,887 24,417 25,105 26,042 26,932 24,978
　無形固定資産 5,113 5,623 5,853 5,590 5,504 5,419 4,885 4,114 4,128 4,168 4,145 1,819
　投資その他の資産 17,146 16,959 17,227 16,116 16,236 16,170 16,273 17,612 17,413 17,184 17,048 17,462
資産合計 120,352 110,940 103,453 105,096 112,469 108,540 101,295 103,898 116,105 111,492 108,000 115,288
流動負債 55,449 46,097 40,198 43,646 49,245 45,266 40,307 42,544 51,837 47,138 43,655 49,099
　短期借入債務 15,616 13,289 14,239 13,234 13,458 12,061 12,409 12,500 15,014 11,976 11,738 11,239
固定負債 18,327 18,220 18,079 17,259 17,506 17,088 16,257 16,277 16,334 16,020 16,178 16,278
　長期借入債務 9,475 9,574 9,453 8,508 8,711 8,193 7,435 7,591 7,427 7,174 7,266 7,530
負債合計 73,777 64,318 58,277 60,906 66,751 62,354 56,565 58,822 68,172 63,158 59,833 65,377
純資産合計 46,575 46,621 45,175 44,189 45,717 46,186 44,730 45,076 47,933 48,333 48,166 49,910
株主資本 46,123 46,197 44,768 43,812 45,419 45,872 44,454 44,931 47,837 48,254 48,117 49,871
負債純資産合計 120,352 110,940 103,453 105,096 112,469 108,540 101,295 103,898 116,105 111,492 108,000 115,288

（単位：百万円）
主力であるワークプレイス事業のお客さまの多くが3月期決算企業であるため、第1四半期（1月～3月）の売上高が最も高くなる傾向となっています。
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マテリアリティの目標とKPI

社会と人々を幸せにする

重点テーマ メガトレンド 2022年目標 2023年目標 2022年実績 2032年目標 創出する社会的価値 関連するSDGs

魅力的な
ワークスタイル・
ワークプレイスを
創造する

•  総人口の減少、労働人口の減少に
よる人材獲得競争の激化

• 都市部への人口集中

①  誰もが心身ともに健康的に働くことのできる場づくり

②  Work From Anywhereの実現

①  Well-beingにつながるオフィス
の提案160件

②  スマートオフィスの構築に資す
る製品・ソリューションのローン
チ7件

•  革新的なWell-beingオフィスの
構築

•  人生を豊かにする自由でサステ
ナブルな働き方の実現

誰もが心身ともに健康に働くこと
ができるワークプレイスを構築し、
ディーセントワークに貢献

テクノロジー×空間で、
イノベーションを
生み出す

• IoTの進展

• DX社会の到来

①  積極的な協業推進による社会課題解決に貢献する
技術の創出

② DX人財の育成

①  新しい働き方を創造するための
新規研究企画 5件（共同研究） 
新技術パートナーとの共同企画 
7件（技術）

②  DX推進本部組織編成 
人事本部とDX推進本部による
DX（IT）人財育成PT（プロジェ
クトチーム）で企画推進

•  オープンイノベーションによる
革新的な新規研究技術の獲得
とそれに伴う事業展開

•  事業ごとのイノベーションDX
人財の登用

革新的なテクノロジーを活用した、
「働く環境」への新たな価値創出

カーボン
ニュートラルな
社会に貢献する

•  地球温暖化の懸念から脱炭素の流
れが加速

①  CO2排出量2013年比
9%削減（Scope1~3）

②  中長期CO2排出量目
標に向けたロードマッ
プの検証

①  CO2排出量2013年比
12%削減（Scope1~3）

②  脱炭素に貢献する事業
の開始

①  CO2排出量2013年比25%増加
（Scope1~3）

②  ロードマップ検証、必要施策の
抽出完了

③  製品CO2排出量の算定対象
製品拡大

■ 2030年目標

•  CO2排出量2013年比30%
削減（Scope1~3）

•  イトーキグループ工場の再生
可能エネルギー化100%

温室効果ガスの排出が抑えられた
環境にやさしい社会の実現

③  製品ライフサイクルを通じた脱炭素への貢献

自然環境を守り、
資源循環を促進する

•  資源の効率的・循環的な利用の要請

•  脱プラスチック社会への意識変化

•  地球温暖化による生態系変化への
対応

① 廃棄物 前年比1%削減（原単位）

② 水使用量 前年比1%削減（原単位）

③ 環境配慮型製品の販売促進

①  廃棄物 前年比10.2％削減
（原単位）

②  水使用量 前年比14.5％削減
（原単位）

③  環境配慮型新製品の開発2件 
製品の木質化を進めるプロ
ジェクトの実施

•  環境に影響を及ぼす物質等排出
量の最小化

•  製品やサービスを通じた生物多
様性への貢献

資源循環の仕組みが整い、「廃棄」
という概念の無い社会の実現

人権や
自然環境の観点で
責任ある調達を行う

•  サプライチェーンの混乱

•  サプライチェーンに対する社会的
責任への要請の高まり

•  サステナブル調達の対
応状況把握率 70%以上
（調達額比）

•  サステナブル調達の対
応状況把握率 85%以上
（調達額比）

•  サステナブル調達の対応状況
把握率 63.3%（調達額比）

•  サステナブル調達における「人権」
「事業継続」項目に関する対応
率80%以上

人権や自然環境などの観点で社
会的責任を果たしながら、サプラ
イヤーと強固な関係を構築

DATA

※2022年度よりCO2排出量の集計方法を変更しています。詳細はP.49をご覧ください。
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会社と社員が幸せになる

重点テーマ イトーキの取り組み 2022年目標 2023年目標 2022年実績 事例 2032年目標 関連するSDGs

社員のココロと
カラダの健康を守る

•  従業員満足度の向上
•  健康経営の推進

①  エンゲージメント調査
の特定指標肯定回答
66.2％以上

①  エンゲージメント調査の特定
指標肯定回答70%以上

①  エンゲージメント調査の特定
指標肯定回答63.6%（前年比
7.4pt向上）

② 有給休暇取得率59%

③  休業災害／不休業災害 
2件／6件

④  定期健康診断受診率100%／
二次健診受診率83.0%

•  エンゲージメント調査の特定指
標を経営目標として設定

•  新福利厚生制度の導入
•  ヘルスリテラシーアップに向けた
健康教育の実施

•  メンタルヘルス支援制度の検討

•  エンゲージメント調査における
特定指標の肯定回答80%以上

•  すべての社員が健康でイキイキ
と働くための健康経営の推進

② 有給休暇取得率60%以上 

③ 休業災害／不休業災害ゼロ

④  定期健康診断受診率
100%／二次健診受診率
85%

④  定期健康診断受診率100%／
二次健診受診率90%

⑤  心身の健康を増進する働く
環境づくり

社員の成長を
支援する

•  生産性を最大化する
働き方の実践

•  キャリア開発機会の
創出・拡充

①  場所にとらわれない働き方
を実践できる制度の導入

②  若手社員向けキャリアデザ
イン機会の拡充

①  時間を生産的に活用できる
働き方を実践

②  キャリアデザイン研修の対象
世代の拡大

① マイプレイス制度の導入
② キャリアデザイン研修1回実施
③  ボランティア休暇取得者数12人増
（前年比）
④  東京本社をはじめとするオフィス
計15拠点の改修・移転を実施

•  NPO法人と連携したボランティ
ア企画の実施

•  ディーセントワークの実現と
生産性の向上

•  自律・自発的にキャリアが形
成できる環境の実現（満足度
80%以上）③ ボランティア休暇取得者数増加

④ 社内ファシリティへの投資

多様な人財が
働きやすい
オフィスを創る

•  女性管理職比率・女性
社員比率の向上

•  障がい者雇用の促進
•  柔軟で多様な働き方の
促進 

① 女性管理職10%以上 ① 女性管理職12%以上

① 女性管理職10.7%

② 障がい者雇用率2.59%

③ 男性育休取得率45.7%

④ 介護離職2名

•  女性のリーダーシップ開発を
目的としたコミュニティSPLiを
発足。女性従業員の12%以上
のメンバーが自律的に参加。

•  「男性育休100%宣言」に賛同
•  「イクボス企業同盟」に加盟
•  LGBTQ等多様な性のあり方を
尊重するための行動宣言および
制度改訂の実施

■ 2030年目標
•  女性管理職比率30%以上／
女性役員の登用

•  誰もがイキイキと働ける職場
づくり

② 障がい者雇用率 法定雇用率以上

③  男性育休取得率30%以上
④ 介護離職ゼロの実現

③  男性育休取得率40%以上
④ 介護離職ゼロの継続

透明性と信頼の
経営を確立する

•  人権尊重の遵守
•  リスク管理の体制整備・
強化

•  コンプライアンス意識の
維持・強化

① 人権リスクの特定 ①  人権デュー・ディリジェンスの
プロセス構築 ①  人権ワークショップを開催し、組

織ごとのリスクの洗い出し完了
②  情報セキュリティ重大インシデン
トの発生0件

③ レジリエンス認証取得完了
④ 研修計画完遂

•  人権尊重研修、全社ワークショッ
プの実施、役員向けLGBTQ研
修の実施

•  国内グループ会社リスク管理
体制構築完了

•  役員及び従業員に対するコンプ
ライアンス研修実施

•  全グループ会社を対象に、リス
ク管理体制構築完了

•  情報セキュリティの安心安全と
信頼の経営の実現

② 情報セキュリティ重大インシデントの発生ゼロ

③  被災影響の大きい製造部
の事業継続体制構築完了
（レジリエンス認証取得）

③  被災影響の大きい部門の事
業継続体制構築完了

④ 全社を対象としたコンプライアンスの浸透

マテリアリティの目標とKPI

*重点テーマ「持続的に収益を向上する」は財務目標の達成をKPIとします。
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金融機関

12,392千株
（27.17%）

個人その他
（自己株式含む）

20,365千株
（44.65%）

外国法人等

5,893千株
（12.92%）

その他の国内法人

6,211千株
（13.61%）

証券会社

746千株
（1.63%）
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会社情報

株式情報（2022年12月31日現在）

大株主の状況

株主構成比率

株価（2018年12月末を100としたときの相対株価）

TSR（株主総利回り）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 5,079 11.21
日本生命保険相互会社 2,225 4.91
イトーキ協力会社持株会 1,754 3.87
（株）アシスト 1,609 3.55
伊藤 七郎 1,356 2.99
（株）日本カストディ銀行（信託口） 1,341 2.96
（株）みずほ銀行 1,121 2.47
イトーキ従業員持株会 1,106 2.44
（株）三井住友銀行 1,069 2.36
伊藤 文子 963 2.12

保有期間 1年 2年 3年 4年

イトーキ 92.3% 60.4% 66.8% 111.6%

家具業界 107.5% 112.8% 96.3% 91.7%

TOPIX 115.2% 120.8% 133.3% 126.6%

（注） 1. 持株数は千株未満を、持株比率は小数点第3位以下を、切り捨てて表示しています。
 2. 当社は自己株式を381,659株保有しています。
 3. 持株比率は自己株式（381,659株）を控除して計算しています。

発行可能株式総数　
149,830,000株

発行済株式の総数
45,664,437株
（うち自己株式381,659株）

株主数
6,591名

単元株式数
100株
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最新情報年次報告

財務

非財務

会社情報

会社概要（2022年12月31日現在）

社名 株式会社イトーキ
ITOKI CORPORATION

創業 1890年12月1日

設立 1950年4月20日

資本金 5,294百万円

グループ社員数 3,793名

本社 〒103-6113
東京都中央区日本橋二丁目5番1号
Tel. 03-6910-3950
※ 製品や見積りなどに関するお問い合わせは、
お客様相談センター（0120-164177）にて受け付けています。

ウェブサイト https://www.itoki.jp/

取扱商品 【ワークプレイス事業】
ワークステーションシステム／デスク／ローパーティション／
事務・会議チェア／テーブル／保守サービス業務／ FM・PM

コンサルティング／オフィス建材内装設備／ 移動間仕切・
可動間仕切／学習デスク・チェア／テレワーク用家具など

【設備機器・パブリック事業】
セキュリティ設備機器／工場・物流設備機器／商業施設機器
／研究施設機器／サイネージ／原子力施設機器／公共施設機器
など

【IT・シェアリング事業】
什器レンタル／オフィスシェアリング／ソフトウエア開発業
など

本社オフィス ITOKI TOKYO XORK

ショールーム 大阪ショールーム

オフィスプラザ 横浜オフィスプラザ／名古屋オフィスプラザ／
広島オフィスプラザ／福岡オフィスプラザ

情報開示の体系
イトーキでは、幅広いステークホルダーのみなさまに、複数の媒体で情報を開示しています。

統合報告書

ウェブサイト
「サステナビリティ」

ESGデータブック

ウェブサイト
「IR情報」有価証券報告書
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編集後記

『統合報告書2023』をお読みいただき、ありがとうございます。当社のVISION

の実現、MISSIONの実践について、さらに、変化する経営環境に対応して変革す

る過程と企業価値向上との密接な関係性について、ご理解と信頼を深めていた

だく一助となりましたら幸いです。今後も、みなさまとの積極的な対話の機会を大

切にし、適時・適切な情報開示に努め、さらなる企業価値向上につながる広報・IR・

CSR活動に真摯に取り組んでいきます。

本報告書は、当社の経営改革をより深くご理解いただ
くことを念頭に作成しています。創業当時から受け継が
れるDNAを「Tech×Design」と表し、さらに進化させるこ
とで、事業活動を通じて社会課題の解決を図り、独自性
のある価値創造に挑戦し続ける私たちの姿勢を、未来に
向けて実践していくと表明したものとなっています。
時代の先を見据え、私たちの社会の「働く」を一歩ずつ

でも前に進めていく事業活動と、その進化を続けていくこ
とこそが、使命であると考えております。
本報告書の編集・作成は、Value Reporting Foundation

（VRF）の「国際統合報告フレームワーク」、経済産業省
が提唱する「価値協創ガイダンス」を参照し、広報IR部を
主管とするグループ横断的な各部門の協力のもとで行い
ました。私はその作成プロセスおよび記載内容が正当で
あることを確認しました。
今後も、ステークホルダーのみなさまと建設的な対話を

行うため、開示の充実と透明性の向上を図っていきます。

統合報告書2023の
発行にあたって

取締役常務執行役員
企画本部長

品田 潤生
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K0510／2306①IMCFHS

https://www.itoki. jp

この冊子から排出されるCO21,298g（一冊当たり）を
カーボン・オフセットしています。
本統合報告書の原材料調達、製造工程において発生するCO2全量を
カーボン・オフセットしています。

• プロジェクト：インドネシア中部カリマンタン州・カティンガン地区泥炭湿地林保全・回復プロジェクト
• オフセット総量：2.6t

環境負荷の高い石油系溶剤を
低減し、非食用を含めた植物油
インキで印刷しています。

適切に管理されたFSC®認証材
および管理原材料から作られ
た用紙を使用しています。

印刷過程で有害な廃液が出な
い水なし印刷方式で印刷して
います。
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